○茨城県旅館業法施行細則
昭和36年3月28日
茨城県規則第26号
茨城県旅館業法施行規則を次のように定める。
茨城県旅館業法施行細則
旅館業法施行細則(昭和33年茨城県規則第45号)の全部を改正する。
(趣旨)
第1条　この規則は，旅館業法(昭和23年法律第138号。以下「法」という。)，旅館業法施行令(昭和32年政令第152号。以下「政令」という。)及び旅館業法施行規則(昭和23年厚生省令第28号。以下「省令」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
(昭61規則46・追加)
(営業許可の申請書)
第2条　省令第1条第1項に規定する申請書は，様式第1号によるものとする。
2　前項の申請書には，省令第1条第2項に規定する図面のほか，次に掲げる書類(第2号の書類にあつては，申請者が法人の場合に限る。)を添付しなければならない。
(1)　営業施設の周囲200メートル以内の建物等を明示した見取図
(2)　定款又は寄付行為の写し
(昭61規則46・旧第1条繰下・一部改正，平15規則37・一部改正)
(営業者の地位の承継等の承認申請書)
第3条　省令第2条第1項に規定する申請書は，様式第2号によるものとする。
2　省令第3条第1項に規定する申請書は，様式第3号によるものとする。
(昭61規則46・追加，平17規則44・一部改正)
(申請書の記載事項の変更等の届出)
第4条　省令第4条の規定による届出は，前2条の申請書に記載した事項(営業の種別を除く。)を変更したときにあつては様式第4号，営業の全部若しくは一部を停止し，又は廃止したときにあつては様式第5号によるものとする。
2　前項に規定する変更の届出には，構造設備の変更の届出にあつては変更を明らかにする図面を，その他の変更の届出にあつては変更を明らかにする書類を添付しなければならない。
3　営業者は，自ら営業の管理をせず別に管理人を置いたときは，旅館業管理人設置届(様式第6号)を知事に提出しなければならない。その管理人を廃し，又は変更したときも，同様とする。
(昭61規則46・旧第2条繰下・一部改正，平15規則37・平17規則44・一部改正)
(宿泊者名簿)
第5条　法第6条第1項に規定する宿泊者名簿は，様式第7号によるものとする。
(昭61規則46・旧第5条繰下・一部改正，平15規則37・旧第7条繰上・一部改正)
付　則
この規則は，昭和36年4月1日から施行する。
付　則(昭和61年規則第46号)
この規則は，公布の日から施行する。
付　則(平成13年規則第35号)
この規則は，平成13年4月1日から施行する。
付　則(平成15年規則第37号)
この規則は，平成15年4月1日から施行する。
付　則(平成16年規則第69号)
この規則は，公布の日から施行する。
付　則(平成17年規則第44号)
この規則は，平成17年4月1日から施行する。
様式第1号(第2条第1項)
(平15規則37・全改，平16規則69・一部改正)
　　年　　月　　日
　　茨城県知事　　　　殿
申請者　住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印
　　年　　月　　日生
	　
	法人にあつては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名


旅館業経営許可申請書
　旅館業法第3条第1項の規定による経営の許可を受けたいので関係書類を添えて次のとおり申請いたします。
1　営業施設の名称
2　営業施設の所在地
3　営業の種別　ホテル営業・旅館営業・簡易宿所営業・下宿営業
4　旅館業法施行規則第5条第1項各号該当の有無
　該当する(第　号該当)・該当しない
　営業期間(該当する場合のみ記入すること。)
　　(　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日まで　　　　日間)
5　営業施設の構造設備の概要
6　旅館業法第3条第2項各号に該当することの有無
　該当する(第　号該当)・該当しない
　
備考　自筆による署名をする場合は，押印を省略することができる。
添付書類
　(1)　営業施設の構造設備を明らかにする図面
　(2)　営業施設の周囲200メートル以内の建物等を明示した見取図
　(3)　法人にあつては，定款又は寄附行為の写し
様式第2号(第3条第1項)
(昭61規則46・全改，平13規則35・平15規則37・平16規則69・一部改正)
年　　月　　日　　
　　茨城県知事　　殿
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　
名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　　印　　
旅館業営業者地位承継承認申請書
　　旅館業法第3条の2第1項の規定による営業者の地位の承継の承認を受けたいので関係書類を添えて次のとおり申請いたします。
　1　合併により消滅する法人又は分割前の法人の名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名
　2　合併又は分割の予定年月日
　3　営業施設の名称及び所在地
　4　旅館業法第3条第2項各号に該当することの有無
　　　該当する(第　号該当)・該当しない
備考　自筆による署名をする場合は，押印を省略することができる。
添付書類
　合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により旅館業を承継する法人の定款又は寄附行為の写し
様式第3号(第3条第2項)
(昭61規則46・全改，平15規則37・平16規則69・一部改正)
年　　月　　日　　
　　茨城県知事　　殿
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
年　　月　　日生　　
被相続人との続柄　　　　　
旅館業営業者相続人承認申請書
　　旅館業法第3条の3第1項の規定による相続人の承認を受けたいので関係書類を添えて次のとおり申請いたします。
　1　被相続人の氏名及び住所
　2　相続開始の年月日
　3　営業施設の名称及び所在地
　4　旅館業法第3条第2項第1号又は第2号に該当することの有無
　　　該当する(第　号該当)・該当しない
備考　自筆による署名をする場合は，押印を省略することができる。
添付書類
　(1)　戸籍謄本
　(2)　相続人が2人以上ある場合において，その全員の同意により営業者の地位を承継すべき相続人として選定された者にあつては，その全員の同意書
様式第4号(第4条第1項)
(昭61規則46・全改，平15規則37・平16規則69・一部改正)
年　　月　　日　　
　　茨城県知事　　殿
届出者　住所　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
年　　月　　日生　　
	　
	法人にあつては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名
	　


旅館業経営許可申請書等記載事項変更届
　　旅館業経営許可申請書
　　旅館業営業者地位承継承認申請書に記載した事項を次のとおり変更したので旅館業法施行規則第4条の規定によりお届けいたします。
　　旅館業営業者相続人承認申請書
　1　営業施設の名称
　2　営業施設の所在地
　3　営業の種別
　4　届出事項
　5　変更前
　 　変更後
　 　変更年月日
　6　変更理由
備考　自筆による署名をする場合は，押印を省略することができる。
添付書類
　(1)　構造設備の変更にあつては，変更を明らかにした図面
　(2)　その他の変更にあつては，変更を明らかにした書類
様式第5号(第4条第1項)
(昭61規則46・全改，平15規則37・平16規則69・一部改正)
年　　月　　日　　
　　茨城県知事　　殿
届出者　住所　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
年　　月　　日生　　
	　
	法人にあつては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名
	　


旅館業停止(廃止)届
　　旅館業を次のとおり停止(廃止)したので旅館業法施行規則第4条の規定によりお届けいたします。
　1　営業施設の名称
　2　営業施設の所在地
　3　営業の種別
　4　停止(廃止)年月日(停止にあつては，その期間)
　5　停止(廃止)理由
　備考　自筆による署名をする場合は，押印を省略することができる。
様式第6号(第4条第3項)
(昭61規則46・追加，平15規則37・旧様式第7号繰上・一部改正，平16規則69・平17規則44・一部改正)
年　　月　　日　　
　　茨城県知事　　殿
届出者　住所　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
年　　月　　日生　　
	　
	法人にあつては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名
	　


旅館業管理人設置(廃止・変更)届
　　旅館業管理人を次のとおり設置(廃止・変更)したので茨城県旅館業法施行細則第4条第3項の規定によりお届けいたします。
　1　営業施設の名称
　2　営業施設の所在地
　3　営業の種別
　4　管理人の住所，氏名及び生年月日(変更にあつては，変更前・変更後)
　5　管理人設置(廃止・変更)年月日
　6　管理人設置(廃止・変更)理由
　備考　自筆による署名をする場合は，押印を省略することができる。
様式第7号(第5条)
(昭61規則46・追加，平15規則37・旧様式第8号繰上・一部改正，平17規則44・一部改正)
宿泊者名簿
	到着月日時
	住所
	氏名
	職業
	年齢性別
	前夜宿泊地
	出発月日時
	行先地
	備考

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


　備考
　　1　簡易宿所宿泊又は下宿宿泊については，「住所」欄を「住所又は家族連絡先」欄に，「前夜宿泊地」欄を「前宿所」欄に読み替えるものとする。
　　2　日本国内に住所を有しない外国人にあつては，その国籍及び旅券番号を備考欄に記載すること。
